
平
成
24
年
度
決
算

　
市
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
を
は
じ
め
、
国
・
県
の
補
助
金
や
借
入
金
な
ど
を
基
に
行
政
運

営
を
行
っ
て
い
ま
す
。
平
成
24
年
度
に
市
が
ど
れ
だ
け
の
費
用
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
か
を
、
市

の
決
算
と
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

地方債の残高
区分 地方債残高 市民1人あたり

総務債 88億677万円 141,200円
民生債 6億1,372万円 9,800円
衛生債 3億9,495万円 6,300円
土木債 1億8,594万円 3,000円
消防債 1,575万円 300円
教育債 34億6,476万円 55,500円
下水道事業債（特別会計） 24億3,581万円 39,000円
水道事業債（特別会計） 5億286万円 8,000円

合計 164億2,056万円 263,200円

※平成25年3月31日現在の住民基本台帳人口62,386人で計算しています。

地方債の残高

特別会計
会計名 歳入 歳出 差し引き

国民健康保険 61億9,441万円 58億4,585万円 3億4,856万円
介護保険 23億2,534万円 22億3,037万円 9,497万円

後期高齢者医療 3億8,482万円 3億8,256万円 225万円
下水道事業 11億1,383万円 10億3,148万円 8,236万円

学校給食共同調理場事業 5億477万円 4億9,406万円 1,070万円
※下水道事業には翌年度へ繰り越して実施する事業に使う財源4,375万円を含
みます。

企業会計
事業名 歳入 歳出 差し引き

水道事業
収益的収支 4億2,040万円 4億1,333万円 707万円
資本的収支 4,142万円 6,812万円 △2,670万円

※表中の「△」はマイナスを表します。
　資本的収支の不足額は留保資金などから補てんしました。

一般会計以外の決算について

市の財産（平成24年度末）
土地 963,314平方㍍

建物 149,067平方㍍

有価証券 2,576万円

出資による権利 4億856万円

自動車 59台

基金
土地 42,912平方㍍

現金 39億1,340万円

　平成24年度末
で市が保有する
土地や建物など
の財産は、右表
のとおりです（一
般会計以外の財
産を含みます）。

一
般
会
計
の
決
算

　
平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
、

歳
入
（
収
入
）
が
1
9
4
億
7
、
4

4
7
万
円
（
市
の
貯
金
で
あ
る
財
政

調
整
基
金
の
取
り
崩
し
7
億
3
、  

8

5
7
万
円
を
含
む
）、
歳
出
（
支
出
）

が
1
8
4
億
1
、7
8
3
万
円
で
し

た
。

　
差
し
引
き
は
10
億
5
、
6
6
4
万

円
の
黒
字
で
し
た
が
、
こ
の
中
に
は

国
の
補
正
予
算
を
受
け
て
年
度
途
中

に
事
業
の
実
施
が
決
定
し
た
こ
と
や

天
候
不
順
な
ど
の
理
由
に
よ
り
平
成

24
年
度
で
完
了
し
な
か
っ
た
た
め
、

平
成
25
年
度
に
繰
り
越
し
て
引
き
続

き
実
施
す
る
事
業
な
ど
に
使
う
財
源

1
億
4
、
8
1
2
万
円
が
含
ま
れ
て

い
ま
す
。

　
こ
れ
を
差
し
引
い
た
実
質
的
な
平

成
24
年
度
の
収
支
は
9
億
8
5
2
万

円
の
黒
字
と
な
り
ま
す
。

　
歳
入
・
歳
出
の
内
訳
は
下
の
円
グ

ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

※
表
中
の
数
値
は
万
円
未
満
単
位
を

四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
と

内
訳
、
差
し
引
き
が
一
致
し
な
い
と

こ
ろ
が
あ
り
ま
す
。

◆
歳
入
（
市
債
が
増
加
）

　
学
校
の
施
設
改
修
や
増
築
な
ど
の

工
事
増
加
に
伴
い
、
そ
の
財
源
の
借

入
が
増
え
、
市
債
（
借
入
金
）
が
前

年
度
よ
り
3
億
5
、
4
8
5
万
円

（
30
・
3
㌫
）
増
加
し
ま
し
た
。
ま

た
、
基
金
の
統
廃
合
に
よ
り
、
廃
止

す
る
基
金
の
10
億
6
6
2
万
円
を
い

っ
た
ん
歳
入
と
し
て
一
般
会
計
に
繰

り
入
れ
た
こ
と
か
ら
、
歳
入
全
体
に

占
め
る
繰
入
金
の
割
合
が
9
・
3
㌫

と
多
く
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
約
5
割
を
占
め
る
市
税
に

つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
の
評
価
替

え
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
平
成
23
年

度
に
比
べ
て
1
億
5
、
3
0
1
万
円

（
1
・
7
㌫
）
減
少
し
ま
し
た
が
、

歳
入
全
体
で
は
17
億
9
、
3
3
8
万

円
（
10
・
1
㌫
）
増
加
し
ま
し
た
。

◆
歳
出
（
教
育
費
が
増
加
）

　
七
次
台
小
学
校
の
校
舎
増
築
工
事

な
ど
に
よ
り
、
平
成
23
年
度
に
比
べ

て
教
育
費
が
11
億
1
、
7
4
1
万
円

（
56
・
0
㌫
）
増
加
し
ま
し
た
。
ま

た
、
公
共
施
設
整
備
保
全
基
金
の
新

設
に
伴
い
10
億
6
6
2
万
円
を
積
み

立
て
た
こ
と
に
よ
り
、
総
務
費
の
割

合
も
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
出
全
体
で
は
平
成
23
年
度
に
比

べ
て
18
億
1
、
7
1
7
万
円
（
10
・

9
㌫
）
増
加
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
平
成
24
年
度
に
完
了
し
な

か
っ
た
事
業
（
大
山
口
中
学
校
体
育

館
改
修
な
ど
）
に
か
か
る
9
億
9
2

8
万
円
は
、
平
成
25
年
度
に
繰
り
越

し
て
実
施
し
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率
・
資

金
不
足
比
率
の
状
況

　
財
政
の
早
期
健
全
化
の
必
要
性
を

判
断
す
る
た
め
の
「
健
全
化
法
」
に

基
づ
き
、
平
成
24
年
度
決
算
に
よ
る

財
政
状
況
を
示
す
健
全
化
判
断
比
率

を
算
出
し
た
と
こ
ろ
、
す
べ
て
の
指

標
（
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
赤
字
比

率
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担

比
率
）
に
お
い
て
財
政
健
全
化
計
画

を
定
め
る
必
要
が
あ
る
早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
公
営
企
業
に
お
け
る
経
営
状
況
の

悪
化
の
度
合
い
を
示
す
資
金
不
足
比

率
に
つ
い
て
は
、
対
象
と
な
る
市
の

公
営
企
業
（
下
水
道
事
業
・
水
道
事

業
）
に
資
金
不
足
が
発
生
し
な
か
っ

た
こ
と
か
ら
、
数
値
化
さ
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。

　
市
の
財
政
状
況
お
よ
び
公
営
企
業

の
経
営
状
況
は
、
と
も
に
健
全
段
階

で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
が
、

今
後
も
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て

い
き
ま
す
。

問
　
財
政
課
財
政
班
　
内
線
3
3
3

1
・
2

　平成24年度の特別会計および企業会計の決算は、下表のとおりです。　地方債は、将来にわたって市民が利用する道路や公共施設の建設
などの費用を、現在の市民だけでなく将来の市民にも負担してもら
うことが公平である場合に、地方債の借り入れについて県の同意が
得られた後に国などから借り入れる市の借金のことです。
　平成24年度末地方債残高は下表のとおりです。

市の財産


